
Topics

不正会計はAIで見抜けるか

品質管理本部　不正リスク対策部　公認会計士　市原直通

• Naoto Ichihara
2003年、当法人入所。金融機関におけるデリバティブの公正価値評価やリスク管理に関する監査、アドバイザリー業務に従事。16年よ
り会計学と機械学習を用いた不正会計予測モデルの構築・運用や監査業務におけるAI活用に関する研究開発に従事。日本証券アナリスト
協会 検定会員。

ここ最近、人工知能（AI）に関するニュースをよく
目にします。会計・監査の領域についても、単純作業
の自動化による生産性の向上やAIによる業務の変革
に対する意識からか、雑誌『企業会計』2016年7月
号でAI特集が組まれるなど、AIの関心が高まってい
ることが感じられます。ところが、AIが具体的にどの
ように会計・監査に生かせるのか、という点について
の考察や研究は少なく、監査に関して言えば、目先の
データアナリティクスの活用と将来の自動監査の未来
予想図の間に情報の空白を感じる状況です。そこで本
稿では、AIと総称される技術の一つである機械学習※1

を用いて不正会計を予測する、という取り組みについ
て、これまでの学術研究や当法人での取り組みを紹介
します。

機械学習とは、簡単に言えばデータからパターン
を見つけ、そのパターンに新たなデータを当てはめ
ることで予測に役立てる技術だと言えます。機械学
習は将来の予測に役立つことから、より高度なデータ
アナリティクスを行う際にも活用されます。データア
ナリティクスは、過去に何があったか、なぜ起こっ
たかといった分析を行う記述的分析（Descriptive 

Analytics）、将来の予測を行う予測的分析（Predictive 

Analytics）、さらに意思決定のための最適解を求める
処方的分析（Prescriptive Analytics）に分類される
ことがあります。このうち、予測的分析や処方的分析
において、機械学習が活用されます。見積もりの監査
への適用などに使えることから、監査の世界でも予測
的分析について徐々に関心が高まっています。不正会計
の予測も予測的分析の一つの活用例と言えるでしょう。

1. 不正会計の予測に必要な二つの要素
実際に不正会計を予測しようとすると、インプッ
トと、アルゴリズムについて考える必要があります
（＜図1＞参照）。

インプットの問題は公開されている財務諸表、株価、
非公開の企業内部の仕訳データ、補助簿のデータ、テ
キストデータやその他の非財務データなどの中で、ど

Ⅰ　はじめに

※1　本稿では、機械学習の手法のうち「教師あり学習」と呼ばれる手法について取り扱う。

Ⅲ　不正会計の予測に関する研究

Ⅱ　機械学習とは
▶図1　不正会計予測において検討するべき事項

インプット

• どのようなデータを与えるか
• データをどう加工するのか

アルゴリズム

• データからどうパターンを見つけるか
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ういったデータを与えるのかという点に加えて、デー
タをどのように加工して与えるのかという点も予測性
能に大きな影響を及ぼします。
アルゴリズムの選択も予測性能に大きな影響を及ぼ
します。予測の対象によって性能を発揮するアルゴリ
ズムは変わってくるため、万能なアルゴリズムは無い
と言われており、さまざまな機械学習の手法から不正
会計のパターンをうまく拾い上げるアルゴリズムを選
択する必要があります。

2. インプット
不正会計の予測を行った研究は、公開情報のみで予
測を行う場合が多く、公開されている財務諸表や株価
などから不正会計に関連する財務（非財務）指標を算
出した上で、インプットに用いています。会計学では、
利益調整と呼ばれる経営者の裁量的な（意図的な）利
益計上についての研究の蓄積があり、利益調整の測定
値やその動機が不正会計の発生と関連性が高いことが
多いため、インプットとして用いられます。利益と
キャッシュ・フローの乖

かい

離
り

である会計発生高や、これ
をモデルにより推定し、推定値と実績値の乖離を計算

した裁量的発生高などが利益調整の測定値として用い
られます。
利益調整の動機としては赤字回避や減益回避、アナ
リスト予想の達成や経営者予想利益の達成などの利益
ベンチマークの達成を動機とするケース、格付けの取
得・維持・向上を動機とするケース、破綻回避、コベ
ナンツの抵触回避などを動機とするケースがあります。
このほか、経営者による株式売却・ストックオプション
の保有、M&A、増資、IPO、MBOなど株価を意識し
ているケースも、利益調整などに影響を及ぼす状況と
して指摘されています。また、取締役会や監査委員
会・監査役、株式保有構造などガバナンスの有効性
も、利益調整との関連性が指摘されています。

3. アルゴリズム
不正会計と関連がある財務（非財務）指標に基づき
不正会計の予測を行う際に、データからどのようにパ
ターンを見つけるかについては、ロジスティック回帰
分析（ロジットモデル）と呼ばれる比較的単純なモデ
ルが使われることが多いものの、＜表1＞のようにさ
まざまなアルゴリズムを用いる研究も行われています。

▶表1　不正検出アルゴリズム

アルゴリズム 長所 短所

ロジットモデル • 実装が容易。
• 不正検出において実績がある。

• 複雑な不正パターンに対応が難しい。

ニューラルネットワーク

• 不正検出において実績がある。
• 他の分類問題で安定的な性能が示されている。

• 計算負荷が高い。
• 教師データへ過学習することがあるので、新しい
不正のパターンをサンプルに継続的に追加するこ
とが必要となる。

サポートベクトルマシーン
• 非線形の分類問題（インプット要素の単純な足し
算にならない）に対応が可能。

• 計算負荷が低い。

• インプット要素がどう結果へつながっているのか
解釈が難しい。

決定木・ランダムフォレスト
• 実装が容易。
• 理解が容易。
• 計算負荷が低い。

• 教師データへ過学習することがあるので、新しい
不正のパターンをサンプルに継続的に追加するこ
とが必要となる。

遺伝的アルゴリズム

• 実装が容易。
• 他の分類問題で安定的な性能が示されている。

• 計算負荷が高い。
• 教師データへ過学習することがあるので、新しい
不正のパターンをサンプルに継続的に追加するこ
とが必要となる。

テキストマイニング • 大量のテキストデータが利用可能な際に有用。 • テキストデータは数値データに比べ主観的要素が
入るため、解釈が難しい。

ベイジアンネットワーク • 他の分類問題で安定的な性能が示されている。
• 計算負荷が低い。

• 不正、適正な財務諸表の傾向やパターンの深い理
解が必要となる。

ハイブリッド法 • 複数の検出アルゴリズムを総合することで新しい
不正のパターンにも対応し得る。

• 実績があまりない。

出典：Jarrod West, and  Maumita Bhattacharya（2015）“Intelligent financial fraud detection: A comprehensive review”Computers & Security, 
Vol.57, pp.47–66. より一部を和訳し引用
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▶表2　先行研究における各アルゴリズムの性能

研究 アルゴリズム Accuracy Recall Specificity

Kirkos et al.（2007）

Bayesian skewed regression 99.54％ 85.15％ 99.68％

決定木 73.60％ 75.00％ 72.50％

ニューラルネットワーク 80.00％ 82.50％ 77.50％

ベイジアンネットワーク 90.30％ 91.70％ 88.90％

Ravisankar et al.（2011）

サポートベクトルマシーン 70.41-73.41％ 55.43-73.60％ 70.41-73.41％

遺伝的アルゴリズム 89.27-94.14％ 85.64-95.09％ 89.27-94.14％

ロジットモデル 66.86-70.86％ 62.91-65.23％ 70.66-78.88％

ニューラルネットワーク 95.64-98.09％ 87.53-98.09％ 94.07-98.09％

Huang（2013）
ロジットモデル 19-79％ 24-93％ 24-91％

サポートベクトルマシーン 71-92％ 76-98％ 11-85％

Bose and Wang（2007）
決定木 72.38％ 72.40％ 72.36％

ニューラルネットワーク 77.14％ 80.83％ 73.45％

出典：Jarrod West and  Maumita Bhattacharya （2015）“Intelligent financial fraud detection: A comprehensive review”Computers & Security, 
Vol.57, pp.47–66. より一部を抜粋・和訳し、まとめ直した上で引用

このほか、近年注目を集めているディープラーニング
（ディープニューラルネット）や勾配ブースティング
などの手法を不正会計の予測に適用するのも有効な手
段と考えられます。

これらの技術を用いた不正会計の予測は、どの程度
信頼性があるのでしょうか。将来の不正会計を本当に
予測できるかどうかは将来にならないと分からないと
ころですが、過去のデータに当てはめてみることで、
これまで生じた不正会計に対しては予測の精度を測る
ことができます。
ここでは、先ほど＜表1＞で紹介したJarrod West 

and Maumita Bhattacharya（2015）によって、幾
つかの先行研究がまとめられていますので、紹介し
ます（＜表2＞参照）。＜表2＞のAccuracy（正確度）
とは、全体の中でどのくらいの割合の財務諸表を不
正・適正であると正しく予測できたかという割合を表
します。Recall（再現率）は本当に不正であったもの
の中で、どのくらいを不正だと予測していたかという
割合を表します。Specificity（特異度）は本当に適
正であったものの中で、どのくらいを適正だと予測し
ていたかという割合を表します。
研究ごとに分析対象としているデータやモデルに使

用するインプットが異なること、また適正・不正な財
務諸表の比率が異なることに留意する必要はあるもの
の、高い精度を示しているアルゴリズムもあることが
分かります。

1. 不正会計予測モデルの運用について
当法人では、企業の公開情報に基づいて財務諸表単
位で不正会計を予測するモデルを構築し、その確率を
リスク指標として品質管理の向上に役立てています。
リスクが高いと示唆された場合、それが合併などのモ
デルが想定していない事由によるものであるかどうか
を人間の目で確認し、一定の絞り込みを行います。そ
の上で、監査チームに対し、財務諸表にどういった傾
向があったためにリスクが高いと予測されたのか、説
明や注意喚起を行っています。
この取り組みは、監査手続としてデータ分析ツール
を用いてクライアントの仕訳データや元帳・補助元帳
データの分析を行う取り組み（以下、データアナリ
ティクス）と幾つかの点で異なります。データアナリ
ティクスは対象となる企業一社について、その内部の
詳細な情報を用いて分析を行うミクロレベルのアプ
ローチと言えるでしょう。一方で、不正会計予測モデ
ルの運用は財務諸表などの公開情報しか用いないもの

Ⅳ　不正会計の予測精度の評価 Ⅴ　当法人での取り組み
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の、過年度も含め利用可能な上場企業の財務諸表を広
くパターン学習に用いており、他社との比較の中で、
企業の財務諸表を相対的に分析するマクロレベルのア
プローチになっています。監査の現場では、ミクロレ
ベルの分析により疑わしい取引や仕訳や商品などの抽
出を行う一方で、マクロレベルでの分析により監査法
人としてポートフォリオ全体のリスク管理・品質管理
を行っていくことを目指しています。
不正会計予測モデルのもう一つの特徴は、過去に実
際に不正があった財務諸表のパターンとの類似度に基
づいて将来の不正の可能性を測定している点です。他
の企業と比べて異なっているという異常点を単純に抽
出するだけでなく、他の企業とどのように異なってい
るのかという点について過去の不正事例に近いものが
抽出されるため、予測精度が高くなります。データア
ナリティクスでは異常点を抽出し、詳細に調査を行う
という流れが一般的です。しかし、抽出されたサンプ
ルが非常に多く、全ての異常点を調べるのは難しいと
いうような状況が考えられ、過去の不正事例などとの
ひも付けによる優先順位付けは今後の課題になると考
えられます。それゆえ、財務諸表全体の傾向分析に基
づく不正会計予測モデルを補完的に用いることで、監
査品質の向上を図っています。

2. 「アシュアランス・イノベーション・ラボ」の設置
について

2016年11月21日に当法人では、AIやRPA※2を活用
し、より深度ある監査を実施する新しい仕組み「Smart 

Audit」の実現を推進する研究組織として「アシュ
アランス・イノベーション・ラボ」を設置しました。
Smart Auditとは、先端技術を活用することで監査の
高度化や品質向上を目指すものです。定型的な作業を自
動化することで監査人はビジネスの理解やクライアン
トとのコミュニケーション、監査上の判断・分析に集
中できるようになります。また、AIなどの先端技術に
よって、監査人はより高度な分析に基づく監査上の判
断ができるようになります（＜図2＞参照）。
不正会計予測モデルは、不正があった財務諸表の傾
向を学習するアルゴリズムにAIの技術が既に用いら
れており、マクロレベルの分析における一つの活用例
となっています。
今後はミクロレベルの分析である仕訳データや元

帳・補助元帳データの異常値検出、評価・見積もりの
予測などにおいても、AIの活用に取り組みます。

本稿では、監査におけるAI、とりわけ機械学習の
適用事例として不正会計予測の研究状況や取り組みを
紹介しました。不正会計予測モデルは米国でも一部の
市場関係者や規制当局などにおいて導入されていると
いう話を聞きます。現在は、まだ公開されている会計
データが限られていますが、将来的に詳細な会計デー
タについても標準化が進み、公開される情報量が増え
ると、的中率100％のモデルが完成する日が来るかも
しれません。そのような時代の会計・監査の在り方に
ついて、そろそろ考え始めてはいかがでしょうか。

Ⅵ　おわりに

お問い合わせ先
品質管理本部　不正リスク対策部
Tel：03 3503 1196
E-mail：ichihara-nt@shinnihon.or.jp

▶図2　Smart Audit概念図

※2　RPAはRobotic Process Automationの略でソフトウェアロボットを用いて業務を自動化する取り組みを言う。
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